
　
市
民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金
の
使
い
道
や
、
市
の
財
政
状
況
を
毎
年
６
月

と
12
月
に
公
表
し
て
い
ま
す
。

　
平
成
28
年
度
の
一
般
会
計
は
、
当
初
３
５
６
億
７
０
０
０
万
円
で
出
発
し
ま
し
た
が
、
北

中
学
校
改
築
事
業
、
経
済
対
策
臨
時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
な
ど
の
補
正
と
、
前
年
度
か
ら

の
繰
越
事
業
を
含
め
、
最
終
予
算
は
３
８
２
億
８
１
９
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
決
算
額
は
、
収
入
額
が
３
６
１
億
９
７
２
６
万
円
、
支
出
額
が
３
５
５
億
２
４
７
３
万
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
決
算
額
を
前
年
度
と
比
べ
る
と
、
収
入
は
２.３
％
の
減
少
、
支
出
は

１.３
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

問
合
せ　
財
政
課
☎
９
８
３・２
６
２
２

一般会計：歳入

市税収入を市民１人当たりに換算

※掲載している市民１人当たりに換算した金額は、平成 2９年３月 31日現在の人口 11万 1,２３９ 人で算出しています。

　市の収入の約半分は市民や企業の皆さ

んから納めていただく市税で賄われてい

ます。

一�

般
会
計　
市
が
行
う
仕
事
の
大
部
分
を

賄
う
予
算
。
市
税
や
国
・
県
か
ら
の
支

出
金
な
ど
が
財
源
。

特�

別
会
計
・
公
営
企
業
会
計　
特
定
の
事

業
や
特
定
の
収
入
で
行
う
事
業
の
場

合
、
経
理
を
他
の
会
計
と
区
別
す
る
必

要
が
あ
る
た
め
、
法
律
や
条
例
に
基
づ

い
て
設
置
。
三
島
市
で
は
７
つ
の
会
計

が
あ
る
。
水
道
事
業
会
計
は
企
業
会
計

方
式
を
用
い
、
独
立
採
算
制
で
事
業
・

経
理
を
実
施
。

市�

税　

地
方
税
法
で
定
め
ら
れ
た
市
民

税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
な

ど
。（
三
島
市
で
は
、
資
本
金
１
億
円

超
の
法
人
に
対
し
て
、
法
人
市
民
税

の
法
人
税
割
に
超
過
税
率
を
適
用
。
平

成
28
年
度
の
超
過
税
率
分
の
決
算
額

７
８
８
１
万
円
は
、
教
育
施
設
の
整
備

費
８
１
４
３
万
円
の
財
源
に
充
当
。）

臨
時
財
政
対
策
債　
地
方
の
財
源
不
足
に

特
例
で
発
行
さ
れ
る
市
債
。
返
済
は
、

後
年
度
の
地
方
交
付
税
で
全
額
措
置
。

用

の

明

語

説

平
成
28
年
度
の
主
な
事
業

平
成
28
年
度
の
決
算
と
平
成
29
年
度
上
半
期
の
予
算
執
行
状
況
報
告

三
島
市
の
財
政
状
況
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一般会計：歳出

歳出を市民１人当たりに換算

　支出は市税収入の約２倍で、31万9,355

円が使われました。納めていただいた15万

6,719円の税金と国や県からの補助金など

を活用し、約２倍の行政サービス（支出）を

提供しています。

使い道は福祉関連経費が最大。歳出を目的別に見ると、民生費
（社会福祉関連経費）が３割以上を占め、最も多くなっています。

■
ガ
ー
デ
ン
シ
テ
ィ
み
し
ま
推
進
事
業

■
蓮
沼
川
修
景
整
備
事
業

■
都
市
計
画
街
路
（
谷
田
幸
原
線
ほ
か
）、

市
道
の
整
備

■
公
営
住
宅
整
備
事
業

■
ご
み
処
理
施
設
基
幹
的
設
備
整
備
事
業

■
ス
マ
ー
ト
ウ
エ
ル
ネ
ス
み
し
ま
推
進
事
業

■
長
伏
公
園
整
備
事
業

■
各
小
・
中
学
校
ト
イ
レ
改
修
事
業

■
市
制
75
周
年
記
念
文
化
事
業

■
北
中
学
校
改
築
事
業

■
児
童
福
祉
施
設
整
備
支
援
事
業

■
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
整
備
事
業

■
療
育
支
援
相
談
事
業

■
障
が
い
児
者
へ
の
支
援
事
業

■
高
齢
者
生
き
が
い
対
策
事
業

■
急
傾
斜
地
崩
壊
防
止
対
策
事
業
な
ど

平
成
28
年
度
の
主
な
事
業

会計 収入 支出
国民健康保険 140億7,522万円 138億3,276万円
介護保険 71億6,149万円 69億5,170万円
後期高齢者医療 12億1,070万円 12億 742万円
墓園事業 1,221万円 394万円
下水道事業 32億8,199万円 32億1,612万円
駐車場事業 7,197万円 6,020万円
合計 258億1,358万円 252億7,214万円

■特別会計決算

▲修景整備できれいになった蓮沼川

区分 市債現在高

一般会計

教育施設 60億 500万円
土木施設 85億1,155万円
清掃衛生施設 20億1,534万円
公営住宅施設 13億 758万円
福祉施設 13億8,494万円
臨時財政対策債ほか 193億６,993万円
一般会計合計 38５億９,434万円

特別会計 下水道事業 185億1,022万円
公営企業会計 水道事業 32億6,791万円

■市債（借りているお金）の年度末現在高

区分 収入 支出
収益的収支 13億6,171万円 12億5,298万円
資本的収支 １億4,236万円 6億 298万円

■水道事業会計決算
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